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　当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、持続
的な経済成長を目指した政府・日銀の主導による各種政策
効果により、企業収益は安定した水準を維持しており、今
後の設備投資計画も成長分野を中心に増加が見込まれてい
ます。雇用・所得環境においても引き続き改善傾向にあり、
これを受け個人消費も緩やかに持ち直しています。一方で
国が推進する「働き方改革」の実現に向けた対応が業種を
問わず各企業に求められており、これら施策を実行しつつ
好収益環境を維持することが全産業共通の課題となってい
ます。また、海外においては、米国では更なる経済成長が
期待される反面、政策に関する不確実性によって世界に与
える影響や、欧州・中東・アジアなどの各地域における経
済的・地政学的リスクなど、様々な先行き懸念材料を含ん
でおり、それらによる為替相場、資源価格の変動などが、
国内経済に大きな影響を及ぼす一因にもなっています。
　当社グループが主に事業を展開している建設業界におき
ましては、受注環境では民間需要が前年同期に比べて若干
減少の傾向にありますが、官需は引き続き増加傾向にあり、
全般的に底堅く推移しています。しかし、一方では厳しい
受注環境が続くなか、競争力の更なる向上が求められると

ともに、原価面においては技術労働者の慢性的な不足や、
建設単価の今後の価格動向による収益への影響リスクが懸
念されています。さらに、東京五輪をはじめとした建設需
要の都市部集中化によって資機材・労務の調達環境は地域
格差が広がる傾向にあります。
　このような経営環境のもと、当社グループの当第２四半
期連結累計期間における売上高及び経常利益は、前年同期
比でそれぞれ増収、減益となりました。
　経営環境的には依然として予断を許さぬ状況が続くと思
われますが、当社としましては引き続き、全役職員一丸と
なって、最重要課題である品質及び安全の確保、コンプラ
イアンスの強化に努めて参ります。下半期につきましても、
受注量及び適正な利益の確保、コスト競争力の強化、人材
の計画的育成の実現を目指すことで更なる企業価値向上に
向けて努力して参ります。
　今後とも株主の皆様方におかれましては、一層のご支援
を賜りますようお願い申し上げる次第です。
　なお、配当金につきましては期末時に期末配当金として
普通株式一株につき普通配当金９円を実施させて頂く予定
でありますので、併せてご報告申し上げます。

代表取締役会長兼社長　　

　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　ここに当社 第73期中間報告（平成29年４月１日

から平成29年９月30日まで）をお届けするとともに

一言ご挨拶申し上げます。

株主の皆様へ
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　当社グループが主に事業を展開している建設事業に
おける当上半期の受注高は、建築工事の「新浦安明海
計画」、「ホクト文化ホール天井等改修工事」、「（仮称）
ビバリーホームズ武蔵関Ⅳ新築工事」、土木工事の「港
区海岸三丁目地先配水本管（800mm）新設工事」等の
受注があり、総額では258億59百万円（前年同四半期
比46.9％減）となりました。受注工事の工事別内訳と
しては、建築工事が約84％、土木工事が約16％となり
ました。
　当社の完成工事高におきましては、建築工事の「長
野県厚生農業協同組合連合会 小諸厚生総合病院新病院
移転新築工事（建築主体工事）」、「イオンモール松本Ｃ
棟（空庭）新築工事」、「大磯プリンスホテル温泉・ス
パ施設新築計画」、「勝山住宅建設工事」、土木工事の

「平成28年度新砂水門（再整備）建設工事（その２）」、

海外工事の「キンシャサ市ポワ・ルー通り補修及び改
修計画第２次（街路灯設置）」等の完成により、総額で
は361億69百万円（前年同四半期比27.3％増）となり
ました。当社の兼業事業売上高につきましては、4億
48百万円（前年同四半期比68.7％増）となりました。
結果として、当社の総売上高は364億14百万円（前年
同四半期比26.9％増）となりました。完成工事の工事
別内訳としては、建築工事が約89％、土木工事が約
11％であり、発注者別内訳では、官公庁工事が約22％、
民間工事が約78％となりました。
　当下半期への繰越工事高としましては、建築工事が
536億44百万円（前年同四半期比21.6％減）、土木工事
が97億75百万円（前年同四半期比0.9％増）となり、
全体では634億20百万円（前年同四半期比18.8％減）
となりました。

売上高 384億17百万円 （前年同四半期比 26.0％増）

営業利益 18億11百万円 （前年同四半期比 15.6％減）

経常利益 18億55百万円 （前年同四半期比 1.9％減）

親会社株主に帰属
する四半期純利益 12億1百万円 （前年同四半期比 1.5％増）

当第２四半期
連結業績

営業の概況
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受注工事高・完成工事高の推移及び今期の予想

663 663

361

258

810
（期末予想）

565
（期末予想）

上
半
期

完
成
工
事
高

上
半
期

受
注
工
事
高

第72期第69期 第73期

554

692

第70期

677
736

第71期

666

825

■ 完成工事高　■ 受注工事高 （単位：億円）

当上半期の受注工事高及び完成工事高の状況

工事別
前期繰越
工事高

（百万円）

当上半期受注
工事高

（百万円）
計

（百万円）
当上半期完成

工事高
（百万円）

当下半期繰越
工事高

（百万円）

建　築 64,304 21,610 85,914 32,270 53,644 

土　木 9,425 4,248 13,674 3,899 9,775 

計 73,730 25,859 99,589 36,169 63,420 
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2 イオンモール松本Ｃ棟（空庭）新築工事
用 　 　 途

発 注 者

設 計 監 理

施 工 地

工 　 　 期

ショッピングセンター・映画館

イオンモール株式会社

北野建設株式会社一級建築士事務所

長野県松本市

平成28年８月～平成29年９月

3 大磯プリンスホテル温泉・スパ施設新築計画
用 　 　 途

発 注 者

設 計 監 理

施 工 地

工 　 　 期

ホテル

株式会社プリンスホテル

株式会社東急設計コンサルタント

神奈川県中郡大磯町

平成28年７月～平成29年７月

1 長野県厚生農業協同組合連合会　小諸厚生総合病院新病院移転新築工事（建築主体工事）
用 　 　 途

発 注 者

設 計 監 理

施 工 地

工 　 　 期

総合病院

長野県厚生農業協同組合連合会

株式会社石本建築事務所

長野県小諸市

平成28年３月～平成29年９月

主な完成工事
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5 勝山住宅建設工事
用 　 　 途

発 注 者

設 　 　 計

監 　 　 理

施 工 地

工 　 　 期

共同住宅

大阪市

株式会社ニュージェック

株式会社技建設計

大阪府大阪市

平成27年２月～平成29年６月

6 キンシャサ市ポワ・ルー通り補修及び改修計画第２次（街路灯設置）
用 　 　 途

発 注 者

設 計 監 理

施 工 地

工 　 　 期

道路（付帯工事）

コンゴ民主共和国インフラ・公共事業・復興省

株式会社アンジェロセック

コンゴ民主共和国

平成28年６月～平成29年５月

4 平成28年度新砂水門（再整備）建設工事（その２）
用 　 　 途

発 注 者

設 計 監 理

施 工 地

工 　 　 期

港湾（水門）

東京都財務局

東京港建設事務所

東京都江東区

平成28年９月～平成29年５月
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中間連結貸借対照表
（単位：百万円）

期　別
科　目

当第２四半期末
（平成29年９月30日現在）

前期末
（平成29年３月31日現在）

期　別
科　目

当第２四半期末
（平成29年９月30日現在）

前期末
（平成29年３月31日現在）

資産の部 負債の部

流動資産

現金及び預金

受取手形・完成工事未収入金等

販売用不動産

未成工事支出金

開発事業等支出金

その他のたな卸資産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

土地

その他

減価償却累計額

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

長期貸付金

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

38,370

9,772

19,878

3,564

544

41

88

292

4,244

△ 57

23,283

14,272

6,338

18,216

△ 10,283

216

8,794

6,997

23

286

1,520

△ 33

37,958

15,111

16,724

3,564

707

41

90

510

1,259

△ 51

22,665

14,596

6,338

18,467

△ 10,210

227

7,841

6,128

25

345

1,374

△ 32

流動負債 25,400 24,633
支払手形・工事未払金等 15,404 14,402
未払法人税等 423 1,362
未成工事受入金 5,542 6,571
引当金 392 616
その他 3,638 1,680
固定負債 4,340 4,244

退職給付に係る負債 61 46
会員預託金 2,290 2,370
繰延税金負債 1,784 1,633
その他 204 193
負債合計 29,740 28,877

純資産の部
株主資本 29,031 29,243

資本金 9,116 9,116
資本剰余金 5,716 5,707
利益剰余金 16,265 15,685
自己株式 △ 2,066 △ 1,266
その他の包括利益累計額 2,432 2,076

その他有価証券評価差額金 2,235 1,806
繰延ヘッジ損益 6 8
為替換算調整勘定 245 355
退職給付に係る調整累計額 △ 55 △ 94
非支配株主持分 449 425
純資産合計 31,913 31,745

資産合計 61,654 60,623 負債純資産合計 61,654 60,623

連結計算書類
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中間連結損益計算書
（単位：百万円）

（単位：百万円）

期　別
科　目

当第２四半期
自 平成29年４月１日（至 平成29年９月30日）

前第２四半期
自 平成28年４月１日（至 平成28年９月30日）

売上高 38,417 30,494
売上原価 34,356 26,396
売上総利益 4,060 4,098

販売費及び一般管理費 2,248 1,952
営業利益 1,811 2,145

営業外収益 131 118
営業外費用 88 373
経常利益 1,855 1,891

特別利益 9 0
特別損失 16 1
税金等調整前四半期純利益 1,848 1,890
法人税、住民税及び事業税 378 523
法人税等調整額 252 211
法人税等合計 630 735
四半期純利益 1,217 1,155
非支配株主に帰属する四半期純利益又は純損失（△） 15 △ 28
親会社株主に帰属する四半期純利益 1,201 1,183

中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

（参考）関係会社の状況（平成29年９月30日現在）
　　（連結子会社）  （主な事業内容）
　　　川中嶋土地開発㈱  ゴルフ場事業
　　　ソロモンキタノメンダナホテルリミテッド  ホテル事業
　　　サクラハノイプラザインベストメントカンパニーリミテッド  ホテル事業
　　　㈱アサヒエージェンシー  広告代理店事業

期　別
科　目

当第２四半期
自 平成29年４月１日（至 平成29年９月30日）

前第２四半期
自 平成28年４月１日（至 平成28年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー △�3,381 2,229

投資活動によるキャッシュ・フロー △� 651 △�1,254

財務活動によるキャッシュ・フロー △�1,418 △� 634

現金及び現金同等物に係る換算差額 △� 136 △� 400

現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 △�5,588 △� 59

現金及び現金同等物の期首残高 14,419 8,472

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,831 8,412

中間連結包括利益計算書
期　別

科　目
当第２四半期
自 平成29年４月１日（至 平成29年９月30日）

前第２四半期
自 平成28年４月１日（至 平成28年９月30日）

四半期純利益 1,217 1,155
その他の包括利益 319 △�411

その他有価証券評価差額金 392 62
繰延ヘッジ損益 △ 1 △ 54
為替換算調整勘定 △ 109 △ 454
退職給付に係る調整額 38 35
四半期包括利益 1,536 743
（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,521 821
非支配株主に係る四半期包括利益 15 △� 77



9 K I T A N O  C O N S T R U C T I O N  C O R P .

会社概要（平成29年９月30日現在）
上 田 営 業 所 上田市中央西１丁目14番32号　上田共栄火災ビル２階

☎  0268（23）5050
軽井沢営業所 長野県北佐久郡軽井沢町大字軽井沢472番地７

☎  0267（42）5151
佐 久 営 業 所 佐久市瀬戸1203番地１　信毎佐久ビル301

☎  0267（63）2000
白 馬 営 業 所 長野県北安曇郡白馬村大字北城1292番地１

☎  0261（72）5411
上 越 営 業 所 上越市藤巻10番地１号　コスゲビル４階

☎  025（522）4555
富 山 営 業 所 富山市桜町１丁目１番36号　富山地鉄ビル501

☎  076（482）3115
飯 田 営 業 所 飯田市元町5424番地６号　北野建設飯田ビル内

☎  0265（23）6110
諏 訪 営 業 所 諏訪市湖岸通り５丁目17番26号　コセイビル１階

☎  0266（58）3777
安曇野営業所 安曇野市豊科南穂高525番地７号　オフィスＫビル内

☎  0263（73）0039
横 浜 営 業 所 横浜市港北区新横浜３丁目７番地18　第２上野ビル

（EXPERT OFFICE 新横浜）
☎  045（475）3111

埼 玉 営 業 所 さいたま市大宮区三橋２丁目568番１号
☎  048（625）3121

千 葉 営 業 所 千葉市中央区栄町36番地10号　YS千葉中央ビル９階
☎  043（224）1311

新 潟 営 業 所 新潟市中央区女池神明１丁目８番11号
コートハウス女池106
☎  025（385）7910

海 外 事 業 所 ソロモン事務所／ソロモン・キタノ・メンダナ・ホテル／
ザ・キタノ・ニューヨーク／ホテル・ニッコー・ハノイ

設　　　　立　昭和21年８月31日

資　 本　 金　91億１千６百万円

事�業�の�内�容
１．  土木、建築に関する建設工事の企画、設計、施工、監理等の請負お

よびコンサルティング業務
２．  地域開発、都市開発等の事業ならびにこれらに関する企画、設計、

施工、監理等の請負およびコンサルティング業務
３．  環境整備、公害防止等の施設に関する企画、設計、施工、監理等の

請負およびコンサルティング業務
４．  再生可能エネルギー等の事業ならびにこれらに関する企画、設計、

施工、監理等の請負およびコンサルティング業務
５．  アスレチッククラブ、テニスクラブおよびゴルフ場等スポーツ施設

の経営およびコンサルティング業務
６．  ホテル、レストランおよび保養施設、劇場施設等の経営およびコン

サルティング業務
７．不動産の売買、賃貸、仲介、管理および鑑定
８．住宅の建設および販売ならびに土地の造成および販売
９．建設用資材、機器、機械装置の販売および賃貸
10．前各号に付帯関連する一切の事業

拠　　　　点
本 社 長野市県町524番地

☎  026（233）5111
東 京 本 社 東京都中央区銀座１丁目９番２号

☎  03（3562）2331
大 阪 支 店 大阪市北区堂島１丁目２番５号　堂北ダイビル７階

☎  06（6344）3421
松 本 支 店 松本市大手３丁目４番５号

明治安田生命松本大手ビル３階
☎  0263（35）6111

会社概要
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役員（平成29年11月１日現在）
代表取締役会長兼社長
執 行 役 員 社 長 北 野 貴 裕

取 締 役
専 務 執 行 役 員 山 﨑 義 勝

取 締 役
常 務 執 行 役 員 小 　 澤 　 善 太 郎

社 外 取 締 役 宇 田 好 文
社 外 取 締 役 矢 　 崎 　 ふ み 子

常 任 （ 常 勤 ） 監 査 役 滝 沢 　 登 
社 外 監 査 役 尾 和 慶 襯
社 外 監 査 役 西 村 敏 行
社 外 監 査 役 酒 井 信 喜

常 務 執 行 役 員 竹 内 逸 生
常 務 執 行 役 員 北 川 清 人
執 行 役 員 守 安 修 一
執 行 役 員 久 保 　 聡
執 行 役 員 南 澤 光 弥
執 行 役 員 小 林 政 勝
執 行 役 員 寺 島 寛 典
執 行 役 員 森 　 一 誠
執 行 役 員 岩 崎 佳 人
執 行 役 員 五 明 　 淳
執 行 役 員 椙 村 定 夫
執 行 役 員 小 熊 健 一

事 業 年 度 ４月１日～翌年３月31日

期 末 配 当 金
受領株主確定日 ３月31日

定 時 株 主 総 会 毎年６月

株主名簿管理人
お よ び
特別口座管理機関

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
℡ 0120－232－711（通話料無料）
郵送先　〒137-8081

新東京郵便局私書箱第29号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
証券代行部

上場証券取引所 東京証券取引所

公 告 の 方 法 日本経済新聞の公告により行う
（ご注意)
１．  株主様の住所変更、単元未満株式の買取・買増請求その他各種

お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理
機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設さ
れている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三
菱UFJ信託銀行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。

２．  特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、
三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特
別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。
なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３．  未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお
支払いいたします。

４．  公告の方法は、定款では上記の通り定めておりますが、会社法
の定めにより、金融庁が運営する電子開示システムにおける開
示をもって決算公告にかえています。
URL：http://disclosure.edinet-fsa.go.jp/

５．  株主名簿管理人および特別口座の口座管理機関の事務拠点の移
転に伴い、平成29年８月14日付にて上記の通り変更しております。

株主メモ




